
（別添様式）

企画提案書
「スタジアム・アリーナ改革推進事業（先進事例形成支援）」
１．事業全体に関する項目
	申請機関・団体名
	

	（ふりがな）

代表者役職・氏名


	

	所在地
	〒



	事業名
	令和３年度スポーツ産業の成長促進事業「スタジアム・アリーナ改革推進事業（先進事例形成支援）」

	事業の趣旨・目的
	多様な世代が集う交流拠点としてのスタジアム・アリーナを2025年までに20拠点を実現するという目標の達成に向け、本事業では地域特性や選定の基準となる要綱等を踏まえた、他地域の参考となり得る先進的なスタジアム・アリーナ整備に係る具体的な構想・計画の策定支援を目的とする。

	事業実施計画と実施方法
	（１）スタジアム・アリーナ改革に係る構想・計画の策定
　①構想・計画の策定及び合意形成
「多様な世代が集う交流拠点としてのスタジアム・アリーナ選定要綱」中の評価項目のⅠ.構想・計画策定段階の全ての項目について検討する
・ステークホルダーの確認と検討・連携体制の構築
・スタジアム・アリーナ経営人材の活用
・顧客・利用者の把握と情報提供
・運営・管理に係る検討
・収益性の検証と設計等への反映
・コンプライアンスとリスク管理
　・スタジアム・アリーナ等が地域に与える経済的・社会的効果に係る社会価値算出の検討
　②プロジェクトマネージャー等の配置
（２）事業報告
※上記（１）～（２）について、事業の内容、実施主体、実施時期、事業実施における工夫等について、具体的に記載する。

	事業の目標と得られる成果の設定
	「事業実施計画と実施方法」に記載した事業の内容等について、目標及び得られる成果を設定する。


	事業の実施体制


	「事業実施計画と実施方法」に記載した事業の内容（１）～（２）に分類し、その事業実施に必要な人員・組織体制及び連携体制、業務管理を適切に遂行できる体制を具体的に記載する。
※本事業を実施するに当たり、実績として提示できる事業・資料があれば記載する。

	事業の位置づけ
	当該スタジアム・アリーナ改革事業が位置づけられている上位計画等があれば記載する。（例：地域再生法に基づく地域再生計画、地域未来投資促進法に基づく基本計画、中心市街地活性化基本計画等）




２．地域の官民連携による検討体制に関する項目
	スタジアム・アリーナの名称
（仮称でも可）
	

	スタジアム・アリーナの予定地
（候補地を含む）
	〒


	官民連携協議会の概要（仮称でも可）
	※官民連携協議会の名称・規約・名簿・実施主体等を記載する。

	官（行政）側のステークホルダー及びその役割
	※具体的な官側の役割を記載する。

	民（民間事業者等）のステークホルダー及びその役割
	※具体的な民側の役割を記載する。

	チーム（スポーツコンテンツ）等のステークホルダー及びその役割
	※具体的なチームの役割を記載する。

	ステークホルダーの連携状況
	※具体的に想定しているステークホルダー間での連携状況について記載をする。

	構想・事業計画策定の実績及び合意形成の進捗（新規）
	※すでに構想・事業計画策定を行っている等の実績及び合意形成の進捗について、具体的に記載し、内容・資料があれば添付する。


	構想・事業計画策定の実績及び合意形成の進捗（2期目）
	※今回の提案が2期目の案件については、1期の実施計画書で示した事業内容の達成状況を具体的に記載するとともに、その内容が確認できる資料（成果報告書等）を添付する。

	調査事業の内容等
	※官民連携協議会及び構想・事業計画の策定に付随して実施する調査事業の内容について、具体的に記載する。

	プロジェクトマネジャー（PM）の配置

	※地域の官民連携による検討を円滑に進め、地域の合意形成に資するために配置するPM又はチームの役割、能力・実績、活動日数、配置によって得られると期待される成果を具体的に記載する。

	その他
	※障害者支援等の取組に関する提案があれば記載する。


３．実施時期と計画事項（予定）
	実施時期
	計画事項

	
	（１）①
構想・計画の策定

	（１）②
プロジェクトマネージャー等の配置
	（２）
事業報告書の作成

	備考

	4月
	
	
	
	

	5月
	
	
	
	

	6月
	
	
	
	

	7月
	
	
	
	

	8月
	
	
	
	

	9月
	
	
	
	

	10月
	
	
	
	

	11月
	
	
	
	

	12月
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	

	2月
	
	
	
	

	3月
	
	
	
	


＜委託業務経費＞
　（１）経費予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	種別
	内　　　訳
	経費予定額

	設備備品費
	設備備品費
	
	

	人件費
	人件費
	給与　○○○円×○月分
事業主負担社会保険料　○○○円×○月分
	

	事業費
	諸謝金
	通訳謝金　○○○円×○回

	

	
	旅費
	航空運賃　東京⇔○○　○○○円×○回
宿泊代、日当等
	

	
	借損料
	会議室使用料　

	

	
	印刷製本費
	成果報告書
　○○○円×○冊
	

	
	消耗品費
	消耗品

	

	
	会議費
	○○会議出席者お茶代
　○○○円×○名
	

	
	通信運搬費
	インターネット代　○○○円×○月分

	

	
	雑役務費
	海外旅行傷害保険　○○○円×○月分
海外送金手数料、銀行振込手数料等
	

	
	消費税相当額
	
	

	一般管理費
	一般管理費
	
	

	再委託費
	再委託費
	
	

	合　　計
	
	


　※経費の計上にあたっては、別紙２「経費計上の留意事項等」を参照してください。
＜責任者及び事務担当者＞
	氏　　名
	職　　名
	連絡先（TEL番号、FAX番号、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）

	（責任者）
	
	

	（事務担当者）
	
	


　　　※　責任者については、本委託事業に係る経理責任者を記載すること。
　　　　　事務担当者は、本委託事業の窓口となる者を記載すること。
＜再委託業務経費＞　※再委託業務がある場合は記載すること。
　（１）経費予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	種別
	内　　　訳
	経費予定額

	設備備品費
	設備備品費
	
	

	人件費
	人件費
	給与　○○○円×○月分
事業主負担社会保険料　○○○円×○月分
	

	事業費
	諸謝金
	通訳謝金　○○○円×○回

	

	
	旅費
	航空運賃　東京⇔○○　○○○円×○回
宿泊代、日当等
	

	
	借損料
	会議室使用料　

	

	
	印刷製本費
	成果報告書
　○○○円×○冊
	

	
	消耗品費
	消耗品

	

	
	会議費
	○○会議出席者お茶代
　○○○円×○名
	

	
	通信運搬費
	インターネット代　○○○円×○月分

	

	
	雑役務費
	海外旅行傷害保険　○○○円×○月分
海外送金手数料、銀行振込手数料等
	

	
	消費税相当額
	
	

	一般管理費
	一般管理費
	
	

	合　　計
	
	


　※経費の計上にあたっては、別紙２「経費計上の留意事項等」を参照してください。
1

